
1．専門家派遣事業

石川県信用保証協会では、信用保証業務に加え、中小企業・小規模事業者の皆さまの経営力強化・向上のお手
伝いをさせていただいております。その一つとして行っている事業が専門家（その道のプロ）派遣事業です。
新型コロナウイルスの感染拡大を受け、事業者の皆さまはアフターコロナを見据えた“事業形態の変革”や“事業
承継”等のこれまでにない課題に直面することがあるかもしれません。
この事業では、金融機関や関係機関と連携し各種専門家を派遣することで、そのような課題の解決・解消に向け
た支援を行います。

※専門家派遣に係る費用は当協会が全額負担します

中小企業診断士

売上・集客の増加

派遣回数
最大5回

派遣回数
最大5回

報告会
1回

報告会
1回

生産性の向上

事業計画の策定

従業員の意識向上

ＨＰ・ＳＮＳのアクセス増加

円滑な事業承継

《専門家ラインナップ》
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保証協会

連携 中小企業さま
小規模事業者さま

金融機関

ＩＴコーディネーター

製造業コンサルタント

フードコンサルタント

ＨＡＣＣＰ指導者

マーケティング

ＰＯＰ・ディスプレイアドバイザー

コーチング

【対象となる方】
・信用保証協会を利用されて

いる先
・信用保証協会の利用を検討

されている先

経営支援について11

7．創業向け保証制度のご案内

※1	 スタートmini（創業者支援カードローン当座貸越根保証）と創業当貸（創業当座貸越根保証）は併用不可となります。
※２	不動産取得・建物建築資金等については担保の設定をお願いする場合があります。
※３	保証料0.50％の条件として、事業を営んでいない個人であることの確認のため「所得証明」または「源泉徴収票」の写しが必要です。尚、これらは「創業関連保証」では必須書類とな

ります。
	 上記以外の保証料率は、通常の創業の場合で0.74％となります。
※４	これから創業される方は、必要に応じ、面談審査のお願いをさせていただいております。また、創業制度の利用に際しまして、次の①②いずれかに該当する必要があります。
	 　①事業に「客観的に着手」している事実があること（客観的着手資料）の具備）
	 　　客観的着手資料例
	 　　　法人の場合：登記事項証明書
	 　　　個人の場合：開業届（開業届提出時点で開業予定日が到来しているものに限る）
	 　　　　　　　　  事業用建物の賃貸借契約等
	  ②「客観的に着手」の事実は無いが、創業に係る具体的な計画を有すること（｢創業・再挑戦計画書｣の提出と面談審査が必須となります）かつ、個人の場合は融資実行日の1ヶ月

以内、法人の場合は2ヶ月以内に開業する予定であること。

これから創業に着手する方既に創業の準備を始めている方 創業済み、事業開始中の方

制度 創業関連保証 県小口零細融資保証
創業者支援分

スタートmini
（創業者支援カードローン

当座貸越根保証）

創業当貸
（創業当座貸越根保証）

特徴

創業未着手の段階から創業後５
年まで幅広く使える制度です。
返済期間も最長10年が可能で
す。

県の制度融資であり、低い金
利・保証料で創業資金を調達で
きます。小規模の創業におすす
めです。

カードローン利用により、スピー
ディーな調達や返済が可能とな
る、利便性重視の制度です。

金融機関窓口でのお手続きが
必要となりますが、最大500万
円まで調達が可能となる制度
です。

ご利用いた
だける方 創業前から創業後５年以内 創業前から創業後1年未満 創業後５年未満

保証限度 3,500万円 2,000万円 50万円以上300万円まで 50万円以上500万円まで

保証期間 10年以内 運転資金5年以内
設備資金7年以内

1年または２年
(当初利用より５年までの更新可)

融資利率 金融機関所定
1.70%以内

（女性・若者・シニア創業者及び過疎地
域創業者分は1.50％以内）

金融機関所定

保証料率 0.80％（責任共有対象外）
特別0.50％（責任共有対象外）

通常0.74％（責任共有対象外） ※３
0.39％～1.62％（責任共有対象）

返済方法 均等分割返済 約定返済または随時返済

担保 徴求しない 原則として、無担保 ※２

連帯保証人 原則として、法人の代表者を除いては、保証人を徴求しない

資金使途 運転資金、設備資金
新会社設立のための資本金(株式取得資金)は対象外 事業資金

添付書類

・客観的着手資料…①
・｢創業・再挑戦計画書｣…②
・｢所得証明｣または｢源泉徴収

票｣の写し

商工会議所または商工会の「認
定書」が必要
・客観的着手資料…①

・事業を開始していることが確認できる書類

カードローン 当座貸越

※4

※1

創業計画作成に関するフォローも
専門家派遣事業で行っております。お気軽にご相談ください。

その道のプロを派遣します。
あらゆる業界の「その道のプロ」のアドバイスが最大で12回まで無料で受けらます。保証協会職員もお手伝いします。

ファーストステージ セカンドステージ
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2．女性支援チーム【エクート】 3．事業者さまの声

当協会では、女性経営者さまが相談し
やすい窓口として、女性職員のみで構
成した相談窓口を設けています。幅広
い相談業務を行っておりますので、お
悩み・ご相談がございましたら、お気軽
に「エクート」にお申し付けください。

＜相談事例＞
創業計画の作成のお手伝い
女性目線の飲食メニューの検討
ＳＮＳの宣伝方法が分からない

…など
必要な場合は専門家と連携して

サポートします
※相談料等の費用はかかりません※

●お客様目線でＨＰを作成するノウハウを教えて
いただけました。

●ＨＰ完成後、お客様から「商品が見やすくなった」
と好評をいただくことが増え、自分自身もとても
満足したＨＰとなりました。

●メニュー構成や原価の抑え方を教えていただ
け、非常に感謝しています。

●保証協会職員の方も一緒になって、まるで自分
のお店のように悩んで考えていただけたことが
嬉しく、頼もしい存在に感じました。

●経営の悩みを親身に聞いていただけたのが嬉し
かったです。

●お店のLINEアカウント作成からお店の方向性ま
で様々お手伝いいただけ、経営に自信が持てま
した。

●専門家に取扱い商品の売上を細かく分析しても
らい、利益が出るもの・出ないものを把握するこ
とができました。

●それからは採算が取れる在庫管理を意識するよ
うになりました。

●今までは従業員が仕事をしやすいように服を並
べていましたが、専門家から「お客様がどんな店
に来たいか」を軸に店舗レイアウトをアドバイス
されました。

●今ではお客様から「売り場がとてもキレイになっ
た」と好評を頂いてます。お問い合わせ

事業部　女性支援室
女性支援チーム「エクート」 
TEL （076）222-1550

電話受付時間　平日9：00～17：10

石川県信用保証協会
女性支援チーム

石川県信用保証協会では
経営者さまに役立つセミナーを
随時開催しております！

　〈過去のセミナー情報〉
飲食店向け「コロナにも負けない秘訣　飲食店セミナー」
製造業向け「ゼロからはじめる生産性向上セミナー」
女性のための創業セミナー…等
セミナー開催情報は当協会HPでお知らせします。

繊維卸売業（40代・男性）

飲食店（40代・男性）

化粧品小売業（60代・女性）

建築リフォーム工事業（60代・女性）

婦人服小売業（50代・男性）

●派遣した専門家
　ITコンサルタント

●派遣した専門家
　フードコンサルタント

●エクートに相談

●派遣した専門家
　中小企業診断士

●派遣した専門家
　ディスプレイアドバイザー

専門家派遣事業を利用された方の事例紹介
動画をHPに掲載しております

創業したいけれど、
何から始めたらいいか分からないという方に！

「創業ガイドブック」無料配布中！

ＨＰから
ダウンロードできます
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主な提出書類 ご利用の流れ

１．申込時にご提出いただく書類

２．業種によって

３．制度によって

５．その他（必要に応じて、ご提出をお願いすることがあります）

４．資金使途によって

６．融資実行時にご提出いただく書類

全申込必須

「信用保証委託申込書・保証人等明細」「信用保証依頼書」「申込人(企業)概要」
「個人情報の取扱いに関する同意書（包括同意書）」
「確定申告書・決算書」写（直近２期分）　　　　既にご提出済みの場合は、再度のご提出は不要です
「商業登記簿謄本」の写 初回申込時は必要となりますが、2回目以降は原則ご提出不要です

（ただし、内容に変更があった場合には、ご提出が必要です）「印鑑証明書」の写

9ページ記載の業種 「許認可証等」の写
建設業 「受注工事高状況表」ただし、建設業の許可を所有のお客様は不要です

追認保証の場合 「信用調査書・誓約書・融資委員会承認通知書」
創業制度の場合 「客観的着手資料」※

特別保証（危機関連保証など）の場合 「特別保証(県または市町)に係る認定書等」
県制度融資の場合 「県制度融資(県または商工会議所、商工会等)に係る認定書等」写

変更となる書類 主な変更内容
①信用保証委託申込書
　・保証人等明細【新様式】

お客様の押印は不要となります。

②信用保証依頼書【新様式】
金融機関印は不要となります。【確認状況記載欄】が追加されましたので、金融機関ご
担当者様に記載をお願いしてください。

②信用保証委託契約書【新様式】
令和3年7月1日から委託契約成立日が「保証承諾日」から「借入日」に変更となります。
令和3年7月1日保証申込受付分からは、融資実行と同時に記載願います。

（ただし、令和3年6月30日保証申込受付分までは、従来通り保証申込時に必要です。

③個人情報の取扱いに関する同意書
（包括同意書）【新様式】

初回申込時に必要となります。2回目申込以降のご提出は不要です。
（従前の債権毎の同意から、お客様毎、金融機関毎の包括同意(初回の同意が今後発
生した保証まで及ぶ同意)となります。)

④「保証協会団信」加入意志確認書 廃止となります。

売上に比べ申込金額が多い場合や短期間に申込金額が多い場合等 「資金繰り表」、「残高試算表」
申込人、保証人等が成年後見制度をご利用の場合 「成年後見制度に関する届出書」
資本金等の総額が企業規模に規定する金額を超えている場合 「従業員数確認資料」
代表者または連帯保証人が外国人である場合 「外国人登録原票記載事項証明書」
私募債の申請時または必要に応じて 「納税証明書」または「納付書」

設備資金の場合 「見積書、建築確認申請書、売買契約書等」写

担保をご提供いただく場合
「不動産登記簿謄本、地図、公図、平面図、賃貸借契約書、承諾書等」写
および、「物上保証人に係る念書」「先行租税債権有無確認資料」等

全申込必須 「信用保証委託契約書」（令和3年7月1日以降）

上記の他、お申し込みの内容によっては別途書類のご提出をお願いすることがありますので、ご了承願います。

令和３年４月１日申込から、申込手続き書類が簡素化されました

12 13

※客観的着手資料例　■法人の場合：登記事項証明書　■個人の場合：開業届（申込時点で開業予定日が到来しているもの）、事業用建物の賃貸借契
約書等

１．融資および保証申込

２．保証依頼

３．保証審査

4．保証承諾

5．融資の実行

6．返済

所在地が石川県内※にあり、客観的に事業を行っていることが明らかであればご利用いただけます。
但し、制度要綱等で定めがある場合はその定めによります。
※法人の場合：石川県内に本店または事業所を有する法人
※個人の場合：住居または事業所のいずれかが石川県内にある個人事業者

金融機関は融資が適当と判断した場合、信用保証協会へ信用保証委託申込書および信用保証依頼書を提出し
ます。

信用保証協会は申込書等を精査し審査を行います。その折、担当者がお客様を訪問したり、保証協会で面談をさ
せていただいたりして、現況をお聞かせいただくことがございます。

審査の結果、保証承諾を行う場合は「信用保証書」を金融機関に送付します。

金融機関は「信用保証書」に基づき 融資を行います。

その後、お客様は条件にしたがって、返済を進めていただきます。

お客様
（中小企業者） 金融機関 信用保証協会 金融機関 お客様

（中小企業者） 金融機関

保証審査3
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昭和○○年○月　先代石川△△が個人創業
平成○○年○月　当社設立
平成○○年○月　石川△△の長男石川太郎に代表者交替

昭和○○年○月　学卒後、○○工業 ( 株 ) に入社
平成○○年○月　当社に入社
平成○○年○月　当社取締専務に就任
平成○○年○月　当社代表取締役に就任

平成○○年○月　一般建設業許可取得
平成○○年○月　宅地建物取引業者免許証取得
平成○○年○月　ISO○○取得

○○○○　○　○

○ ○

○ ○ ○

○○建設(株) 70 80 20 60
50 90
15 90

(株)○○商店 70 60 40 90
15 90○○組(株) 15 50

その他 15 95
○○建材(株) 20 85
(株)○○工業 10 100

石川県金沢市○○町○丁目○○番地 同社 264.3 198.7 36

石川県金沢市○○町○丁目△△番地 石川太郎 297.5 264.8 39

75
41○○○ケンセツ

100012345

123,000

119,0001831

1 0 0 0 0 0 0 0

1 4 0 0 　 9 9 9

○○建設株式会社

○○○

石川県 金沢市 ○○町○丁目○○番地
　　○○信用金庫 ○○支店
支店長 □□ □□ （勘定店 △△支店）

0 7 6   9 8 7   0 0 0 1
0 7 6   9 8 7   0 0 0 2
○○課 石川（直通090-0000-0001）
○○課 金沢（直通090-0000-0002）

○○　○　○

○○○ケンセツ

10,000,000

10,000
3,000

13,000

7,432

1 0 0 0 0 0 0 0 8,000

60

7
3
2

9 2 0  0 0 0 0

○○　○　○

6 4 1 5

○○建設株式会社

○○信用金庫 ○○

6
R2

R2

R2

R2

R2

R2

R2

R3

R3

R3

R3

R3

9,34510 8,678 8,765
34,567

2
7,6547 7,67811 9,5673

7,3458 8,23412 9,1234

8,5679 7,3211 9,6785

イシカワケン カナザワシ ○○マチ

石川県 金沢市 ○○町○丁目○○番地

土木工事　80
その他　　20

イシカワ　タロウ

土木工事業
舗装工事業

代表取締役　

石 川 太 郎

2,000

0 7 6  1 2 3  1 0 0 0

9 2 0  0 0 0 0

イシカワケン ナナオシ ○○マチ

石川県 七尾市 ○○町○丁目○○番地
　　　　　　　　　　　　能登営業所

0 7 6  1 2 3  2 0 0 0

区画整理事業の受注を受け売上は増加基調となっているが、先行する諸経費支払
いに対応するため、本件長期資金を導入することにより、手元資金を増やし資金繰り
を安定させたい。併せて老朽化したトラックの入れ替えを行いたく申請するもの。

297.5 264.8
39
8
17

8

55

9 2 0  0 0 0 0

○○　　○　　○
イシカワケンカナザワシ○○マチ

石川県金沢市○○町○丁目△△番地

石川県金沢市○○町○丁目△△番地

イシカワ　タロウ

石 川  太 郎

0 7 6    1 2 3     0 0 0 0

○○　○　○

担保に提供している場合の根抵当権極度額や抵当権
債務残高の合計金額をご記入ください。

申込人及び代表者個人が不動産を所有している場合
にご記入ください。

必ずご記入ください。

責任共有の対象とならない制度であることを想定し
て申込される場合は１に○をご記入ください。
負担金方式を選択している金融機関も部分保証制度
の申込をされる場合は①に○をご記入ください。

本件の貸付で、既存の保証付き貸付を完済すること
によって保証料が返戻される場合があります。その場
合に、返戻を希望する預金口座の種類と口座番号を
ご記入ください。

代表者の個人預金その他関係固定性預金がある場
合にご記入ください。

必ず金融機関ご担当者が申込人にご確認のうえ、ご
記入ください。

（既存同条件担保の場合の記入例）
条件担保番号 34567890　
既存流用保証番号 012345678
極度額　50百万円
順位　第一順位　
本件優先条件

申込人印は不要です。

個人事業者の方で○○商店等商号がある場合はご
記入ください。

加入を希望する場合は別途「保証協会団信」申込書
が必要となります。

必ずご記入ください。

法人は登記上の本社所在地、個人の場合は住民登録
上の住所をご記入ください。

常勤役員及び家族従業員数をご記入ください。

雇用形態を問わず、常時勤務している従業員数をご
記入ください。

臨時・パート等の雇用形態を問わず、全くの臨時的な
従業員数のみをご記入ください。

借入希望期間を月数でご記入ください。手形割引の
場合は、手形の支払期日をご記入ください。

今回、資金が必要となった理由・背景や具体的な資金
の使途等をご記入ください。また、本件借入以外に他
から借入等を予定している場合には、左欄の調達方
法にご記入ください。

許認可等を要する事業を行っている場合には、当該
事業に係る許認可証等の写しを添付願います。

14 保証申込書の書き方
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Ｑ＆Ａ

保証の申込みをしても承諾にならないケースはどんな場合ですか？

信用保証協会は経営状況のよくない企業が利用するもの？

「信用保証協会が借入れをしなさいと言っている」または
「信用保証協会が借入れを返済しなさいと言っている」などと聞いたのですが？

なぜ信用保証料がかかるのですか？

信用保証協会の職員が企業訪問をすることがあるのですか？

Q

Q

Q

Q

Q

A

A

A

A

A

様々なケースがありますが、例えば次の場合が考えられます。
保証制度のご利用には、制度ごとに決められた書類や要件、保証枠の定めがあるため、それらに不備ないし不足があ
る場合にはご利用できません。制度の詳細につきましてはお取扱いの金融機関と予めよくご相談願います。
また、お客様の財務状況や返済計画等に鑑み、当該融資や保証制度のご利用が最善ではないと思われるときには、お
取扱いの金融機関に説明の上、保証を見合わせることもございます。但し、ご希望される場合には経営支援メニューの
ご紹介等、サポートも行っております。

様々な資金使途や経営状況等に応じて多様な保証制度・経営支援があり、経営状況の好悪に関わらず、非常に多くの
事業者にご利用いただいております。
信用保証をご利用いただくことは、信用力の強化のみにとどまらない、様々なメリットがございます(2ページ参照)。信
用保証協会は、公正・中立・非営利の立場から、お客さまの経営が好調の時も、悪化した時も、適切にサポートいたしま
す。地方自治体･商工会議所･商工会など関連団体との緊密な連携や、複数の金融機関の目線合わせ(調整)、国の施策
に基づく専門家の派遣など、「公的機関」だからこそ出来る取組みもございます。積極的にご利用・ご活用いただき、経
営にお役立てください。

いかなる場合でも、お客様のお借入れやご返済を信用保証協会が一方的に強要することは絶対にありません。
経営支援等を行っている段階において、返済計画等についてアドバイスをさせていただくことはありますが、お客様の
主体的な経営判断を尊重しております。金融斡旋屋等の不正業者には十分ご注意ください。

信用保証料は、お客さまの信用保証委託に応ずる対価であり、国の中小企業信用保険の信用保険料や代位弁済に伴う
損失の補てん、経費等、制度運営上必要な費用に充当するものです。
信用保証料の料率は(一社)全国信用保証協会連合会が中小企業庁の確認のもとで作成した「信用保証料率ガイドラ
イン」に基づいて決まっており、信用保証協会は独自に料率の変更を行うことができないものとなっておりますのでご
理解ください。

書面審査に限らず、企業訪問をさせていただき、ご本人様との面談や現地確認を行う場合もございます。
より実情に正確な審査を行うためであり、ご協力をお願いいたします。職員は身分証を携帯し、原則として金融機関の
ご担当者にもご同席いただいております。職員がその場で保証料等金銭の支払いを求めることは絶対にありません。

信用保証協会は、公的機関として各種法律や制度を遵守し、公正・客観的な立場でお客様の経営をサポートさせていた
だいております。信用保証制度のお取り扱いにあたってはお客様と金融機関、信用保証協会の三者の信頼関係が最も大
切だと考えております。
下記のＱ＆Ａは一例です。ご不明な点があれば、当協会営業部までお問い合わせください。

15 ご注意ください

金融斡旋屋等の第三者が介在する保証の申込について

信用保証制度の不正利用や金融詐欺に十分ご注意ください

反社会的勢力の排除

「信用保証協会」の類似商号等を使用した機関・団体について

■斡旋料、仲介手数料等を要求するいわゆる金融斡旋屋にご注意ください。当協会では金融斡旋屋等の第三者
が介在・介入する保証申込みは一切取扱いしません。

■当協会でのご相談は、当協会が認めた場合以外は、本人以外の第三者の同席はお断りします。

・信用保証のご利用には、所定の信用保証料以外には、どのような名目であっても、手数料や調査料等
をいただくことは一切ありません。
・信用保証料のお支払いは、お取扱いの金融機関を通じて、融資時に限られます。
・信用保証制度を不正に利用した場合は、法令により処罰されることがあります。

■公共性の高い使命と重い社会的責任を負う｢信用保証協会｣は、反社会的勢力の介入を許さず、不法、不当な
要求には毅然と対応し、一切応じないこととしています。反社会的勢力に対しては信用保証を行いません。

■信用保証をご利用の際にご提出いただく信用保証委託契約書等には、委託者ご本人または保証人が暴力団
等の反社会的勢力に該当しないこと、またはそれに類する行為を現在かつ将来にわたり、行わないことなどを
表明、確約していただくため、反社会的勢力を排除する旨の条項を定めております。

■｢信用保証協会｣および｢全国信用保証協会連合会｣と類似商号等を使用した機関、団体からの電話、ダイレク
トメールおよびホームページ等にはご注意ください。そのような機関、団体については「信用保証協会」とは一
切関係がありませんのでご注意願います。

■｢信用保証協会｣という名称は、信用保証協会法に基づき主務大臣の設立認可を受けた者以外に使用すること
はできません。これに違反して信用保証協会でない者が｢信用保証協会｣と称すると処罰の対象となります。

ご不審な点がありましたら、当協会までお問合せください。
石川県信用保証協会

コンプライアンス統括室　TEL：０７６-２２２-１５11
　　　　　　　 営業部　TEL：０７６-２２２-１５２２

金融斡旋屋

反社会的勢力

特殊詐欺、金融詐欺

不審な郵便物や電話など

16

ISHIKAWA
GUARANTEE

025

ISHIKAWA
GUARANTEE

026



協会沿革
1．協会概要

2．沿革

信用保証協会は、平成１０年の金融危機時や平成２０年のリーマンショック時など、経済情勢の急変時や災害・事故時には迅速に
金融支援の体制を敷き、影響を受けた中小企業者さまの一刻も早い回復に貢献し、地域金融におけるセーフティネット機能を果
たして参りました。
新型コロナウイルス感染症の影響拡大に対しても、特別な保証制度を創設し金融支援に全力を挙げています。
信用保証協会は、「公的保証」制度によって、これからも中小企業者さまと地域の頼れる金融機関・支援機関の「かけ橋」となり、
中小企業者さまの発展と長期的な経営の安定を支えて参ります。

18

金融危機 リーマンショック 東日本大震災 新型コロナウイルス

中小企業金融安定化
特別保証制度創設

景気対応緊急
保証制度創設

東日本大震災復興
緊急保証制度創設

新型コロナウイルス感染症
緊急特別融資保証制度創設

1998 2008 2011 2020

年月日 協会のあゆみ 社会でのできごと

昭和24年4月20日（1949年） 社団法人　石川県信用保証協会設立
金沢市尾山町9番13号　石川県商工会議所2階にて業務開始

昭和25年7月10日（1950年） 財団法人　石川県信用保証協会設立
信用保証協会法による特殊法人に組織変更

昭和30年（1955年） 全国信用保証協会連合会設立

昭和31年12月15日（1956年） 金沢商工会議所3階に事務所移転

昭和33年10月1日（1958年） 金沢商工会議所別館に事務所移転

昭和34年（1959年） 保証債務残高10億円

昭和50年11月8日（1975年） 現在の住所地　金沢市尾山町9番25号に移転

平成10年（1998年） 中小企業金融安定化特別保証制度の実施 金融危機

平成20年（2008年） 景気対応緊急　保証制度 リーマンショック

平成21年（2009年） 中小企業金融円滑化法施行

平成23年（2011年） 東日本大震災復興緊急保証制度　創設 東日本大震災

平成27年（2015年） 専門家派遣事業を開始

平成28年（2016年） 新基幹業務システム（コモンシステム）移行

平成30年（2018年） 女性支援チーム(愛称：エクート)結成
専門家集団にその道のプロが加わる

平成31年（2019年） 設立70周年

令和2年（2020年） 新型コロナウイルス感染症緊急特別融資保証制度
（ゼロゼロ制度）創設 新型コロナウイルス感染症

個人情報の取扱いに関するご説明
１．『個人情報の保護に関する法律』とは

２．主な信用保証制度関係機関

個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的として、個人情報を取扱う事業者の義務などを定めた
法律で、平成17年4月1日から全面施行されました。 この法律でいう「個人情報」とは、生存する個人に関する情報で、氏名、生年
月日その他により特定の個人を識別することができるものをさします。
信用保証協会では、同法を遵守し、利用目的をホームページ等によって公表した上で、個人情報を適正に取得し、また利用目的
の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取扱うことはございません。 取得後は情報の漏洩や滅失を防ぐために安全管理措置
を講じ、ご本人の同意を得ないで第三者に個人情報を提供することはございません。
信用保証付き融資のご利用にあたって、ご提供いただいたお客様の個人情報は、金融機関・信用保証協会が適切に管理し、法律
に定められた一定の場合を除き、予めお客様のご同意を得ることなく、第三者に提供することはございません。
ただし、次に掲げる関係機関には、信用補完制度の適正な維持・運営等のため、必要に応じお客様の個人情報を提供させていた
だく場合がありますが、これらの関係機関においても、利用目的の範囲を超えて、個人情報を取扱うことはございません。

平成１７年４月から、『個人情報の保護に関する法律』に基づき、信用保証付き融資のご利用の際は、「個人情報の取扱いに関する
同意書」により、個人情報の第三者提供等に関して予めお客様のご同意をいただいております。

中小企業信用保険法に基づく信用保険引受機関 ㈱日本政策金融公庫、他の信用保証協会

信用保証協会が行う信用保証は、国の再保険（信用保険）にかけられます
信用保証協会が行う信用保証の一定割合（70％～80％）は、中小企業信用保険法に基づき国の再保険「信用保険」にかけられま
す。 平成１６年７月からは、信用保険の引受けを日本政策金融公庫が行っています。

地方公共団体 県・市・町

地方公共団体に協力して、制度融資の保証を実施しています
信用保証協会は、都道府県や市区町村が実施する公的な制度融資の信用保証を行っています。 お客様の個人情報は、地方自治体
からのお客様への利子補給や保証料補助及び制度融資の円滑な運営のため必要とされます。

国主導で創設されたデータベース 一般社団法人ＣＲＤ協会

保証判断･保証料率の算定には、中小企業庁主導で創設されたデータベース(Credit Risk Database)も活用しています
国の資金を基にして全国の信用保証協会、政府系および民間金融機関が中心となり、わが国では最大規模の中小企業の経営関連
データを集積し、情報分析・処理サービス等を行う機関です。信用保証協会では、お客様の財務データを登録し、得られた結果を
信用保証料の算出等に活用しています。 なお、お客様の個人名や会社名を登録することはありません。

団体信用生命保険（任意加入） 引受生命保険会社

加入資格を満たす方には団体生命保険制度もございます（ご希望の場合）
信用保証協会団体信用保険制度（保証協会団信）のご利用を希望される場合は、信用保証協会、全国信用保証協会連合会を通じ
て生命保険会社に手続を行います。

信用保証協会法に基づく保証業務支援機関 一般社団法人全国信用保証協会連合会

各種調査、統計、団信制度等の事務を行い信用保証制度の円滑な運営を支えています
全国の信用保証協会を会員とした組織で、中小企業金融や信用保証業務改善のための調査・研究、保証協会団信制度の事務等を
行い、信用保証制度の円滑な運営を支えている機関です。
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ご相談・お問い合わせの窓口

事業部

総務企画部 コンプライアンス統括室

保証課
TEL：076-222-1522
FAX：076-222-1514
保証申込のご相談、保証枠照会、保証審査、保
証条件の変更、期中管理を担当しております。

経営支援課／女性支援室
TEL：076-222-1550
FAX：076-222-1519
創業支援･経営支援･再生支援のご相談、審査
を担当しております。

企画課
TEL：076-222-1511
FAX：076-222-1524
広報物や統計資料等の作成を担当しており
ます。

TEL：076-222-1511
FAX：076-222-1524
コンプライアンス、苦情相談等

北國新聞社

金沢信用
金庫本店

北陸銀行
金沢支店

みずほ銀行
金沢支店

南町バス停

文教会館
尾山神社

石川県
信用保証協会

大谷廟所
合同庁舎 金沢商工

会議所

南町バス停
←片町 武蔵ヶ辻→

〒９２０-０９１８ 金沢市尾山町９番２５号
http://www.cgc-ishikawa.or.jp/


